
消費税増税に反対する意見書 

 

 

財政制度等審議会が出した「消費税率 2015 年までに 10%程度」という答申に続いて、政

府税制調査会は 11 月 20 日の総会で「抜本的な税制改革に向けた基本的な考え方」 を答

申しました。この中で、消費税を「社会保障の財源の中核」と位置づけ、税調答申として

は 3 年ぶりに消費税率の引き上げを明確に打ち出し、あわせて所得控除の見直しも示唆す

るなど「庶民増税」の方向を更にすすめる一方、法人税の実効税率の引き下げを打ち出し

ました。 

 「上場企業 5 期連続で最高益に」という「好景気」の報道があるなかで、好景気の実感

をもっている企業は日本全体の 4%に過ぎず、圧倒的に多くの企業、特に地方の企業は依然

として「受注不振や売上低迷」に陥っており、中小企業の倒産・廃業は急速に増加傾向に

あります。また、宮城県の地域経済を支える農業及び水産業を見ても、生産者米価の大暴

落や原油価格の高騰等が重大な事態をつくり出しています。 

 年金保険料の段階的引き上げ、介護保険制度改革などによる負担増に加え、「定率減税」

全廃による国民の負担は、源泉所得税額で前年度より9,295億円、住民税もあわせ1兆6,875

億円に達すると報道されています。 

景気の持続拡大には、地域経済の活性化と個人消費の向上が欠かせませんが、昨今の税制

改正の方向は庶民には大幅増税、大企業には大幅減税の路線であり、格差拡大を促進する

ものに他なりません。 

毎日の暮らしに課税する消費税は所得の低い人ほど重税となり、この増税は「貧困と格差」

を一層ひどくするものです。福田首相が打ち出した「将来的な消費税税率引き上げを含む

税制改革」では、個人消費は冷え込み、事業経営が困難に陥り、その結果地方経済が一層

疲弊することは火を見るより明らかです。 

よって、政府におかれましては、市民生活を守る立場から、今以上の消費税率引き上げを

しないよう強く要望するものであります。 

以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出します。 
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